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午前10時０分開会

会議に付した案件

○意見聴取

人手不足に対する施策の方向性について

○協議事項

１．県外調査について

２．今後の委員会について

３．その他

出席委員（12人）

委 員 長 西 村 賢

副 委 員 長 髙 橋 透

委 員 坂 口 博 美

委 員 星 原 透

委 員 外 山 衛

委 員 野 﨑 幸 士

委 員 山 下 寿

委 員 脇 谷 のりこ

委 員 田 口 雄 二

委 員 河 野 哲 也

委 員 来 住 一 人

委 員 図 師 博 規

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

意見聴取のために出席した参考人

一般財団法人みやぎん経済研究所

主 席 研 究 員 杉 山 智 行

事務局職員出席者

政策調査課主幹 千知岩 義 広

政策調査課主査 菊 地 潤 一

○西村委員長 それでは、ただいまから産業人

財育成・外国人雇用対策特別委員会を開会いた

します。

本日の委員会の日程でありますが、お手元に

配付の日程案をごらんください。

本日は、人手不足に対する施策の方向性につ

いて、一般財団法人みやぎん経済研究所の首主

席研究員杉山智行氏より意見聴取を行います。

その後、県外調査と今後の委員会について御協

議をいただきたいと思いますが、そのように取

り進めてよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 それでは、そのように決定をい

たします。

それでは、参考人と傍聴人に入室いただきま

すので、暫時休憩いたします。

午前10時１分休憩

午前10時２分再開

○西村委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

本日は、一般財団法人みやぎん経済研究所の

主席研究員であります杉山智行様にお越しいた

だきました。ありがとうございます。

初めに、杉山様の御紹介をさせていただきま

す。

杉山様は、平成５年に宮崎銀行に入行され、

県庁への出向などを経て、平成18年からみやぎ

ん経済研究所に在籍されております。

主な業務は、県内の経済動向、業界動向の調

査研究などでありますが、全国でも例のない中

心市街地の経済分析をはじめ、健康ヘルスケア

や観光など、地域にかかわる幅広い分野を専門

とされております。

令和元年９月26日（木曜日）
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また、宮崎県行財政改革懇談会の委員など、

行政の外部委員にも多く就任されております。

それでは、私から一言、御挨拶を申し上げま

す。

私は、この特別委員会の委員長をしておりま

す日向市選出の西村でございます。本日は、お

忙しい中にこの委員会に御協力いただきまして、

ありがとうございます。

本日は、人手不足に対する今後の施策の方向

性について御説明いただきますとともに、意見

交換をさせていただくことをよろしくお願い申

し上げます。

それでは、座って委員の紹介をさせていただ

きます。

最初に、私の隣が、日南市選出の髙橋透副委

員長でございます。

左側になりますが、児湯郡選出の坂口博美委

員です。

日南市選出の外山衛委員です。

宮崎市選出の野﨑幸士委員です。

児湯郡選出の山下寿委員です。

宮崎市選出の脇谷のりこ委員です。

右側になりますが、都城市選出の星原透委員

です。

延岡市選出の田口雄二委員です。

都城市選出の来住一人委員です。

児湯郡選出の図師博規委員です。

なお、席があいております、延岡市選出の河

野哲也議員が、途中からの出席となります。

それでは、杉山様のほうから御挨拶並びに説

明をよろしくお願い申し上げます。

○杉山参考人 改めまして、よろしくお願いし

ます。

今、御紹介にあずかりました、宮崎銀行のグ

ループ会社でありますみやぎん経済研究所の主

席研究員をしています、杉山と申します。きょ

うは短い時間ですが、どうかよろしくお願いい

たします。

早速ですけれども、今回いろいろと考えた中

で人手不足に対する今後の政策の方向性という

ことでタイトルを決めさせていただきました。

この中で人手不足というのは、今具体的にどう

いうことが起こっているかというのは、多分、

ここにおられる方は、もう皆さん、御存じのこ

とも非常に多いと思いますが、ではデータを通

して見るとどうなんだろうと。クールなデータ

で見ていくと、やはり深刻なことがよくわかっ

てきます。ただ、その中身がいろいろあるとい

うこともわかってきます。

それでは、めくっていただいて、きょうの内

容といたしましては、県内の人口推計、推移で

すね、推計推移から考えるということを一つお

話ししたいと思います。それとあと県内企業の

景況感と人手不足ですね。あとフルタイム、パ

ートタイムでこれがまた大きく違います。この

中身を見ていただき、あと外国人就業者の動向

でまとめていくことになります。

それでは、進めていきたいと思います。

これは、1960年から2045年までの宮崎県の人

口推計を、2015年までは実績と、そこからは国

立社会保障・人口問題研究所の推計値を使って

並べたものでございます。そうすると、ここが

年少人口、15歳未満ですね、ゼロから14歳人口

というのは、当然ながら少子高齢化の中で減っ

てきて、高齢者と言われる65歳以上の方がふえ

てきていると。その中で生産年齢人口が非常に

減ってくる。今問題になっているのは、2015年

から2020年に移行する中で、生産年齢人口が、

大体宮崎は年間１％ぐらい減ってきているんで

すけれども、これが少し減っただけで空前の人
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手不足ということになっています。これは、な

ぜそうなるのかといいますと、もう御存じのと

おりかもしれませんけれども、この65歳以上の

方というのは、もちろん働いている方というの

もいっぱいおられると思いますが、基本的には

サービスの消費者であって、いろんな物を買わ

れると。あと大分医療・介護とかそういったも

のを消費されていく、圧倒的な消費者の立ち場

にあります。一方でそれを支える生産者の方が

減ってくると、ここのバランスが減るだけで企

業というのはブラック化していきます。要する

に働いていかないといけない、働く人が圧倒的

に減ってくる。消費者はふえてくるわけですよ

ね、サービス消費者というのはふえてくるんで

すけれども、その中で圧倒的に生産と消費のバ

ランスというのが崩れてきます。こうなると空

前の人手不足ということが構造的に起こってき

ます。これは景気がよくなったからというのも

多少あるかもしれません。それ以上に人口構造

が変わったからだということがおわかりかと思

います。これが今後だんだん進んでいきます。

このバランスの悪化というか、そうなると今よ

りもさらに人手不足というのは進んでいく可能

性があると。ただ、何もしなければというのが

ついてきます。政府の中で定年を延ばしていこ

うとかそういったことで、ここの方がまだ働い

ていただくということになれば変わってくると

いう議論もあります。ただ、いずれ人口という

のは減少に走っていきますので、そうなるとや

はり根本的な解決策というのがなかなかないと。

そして、経済も同じように、経済というのは人

口と比例しますので、ＧＤＰというのは人口と

ともに減退していくということになっていきま

す。なぜかというと県内総生産額の支出側の構

成比を見ると、60％は個人消費なんですね。６

割の個人消費が傷ついてくると、やはり経済と

いうのは傾いていく。だから人口というのが非

常に大きな問題になると。

その中で生産される方の数というのが、経済

にとっては非常に大きな問題になってきます。

これが15歳から64歳未満の人口、これが生産年

齢人口です。この中で就業人口がどうなってい

くのか。今から2045年までこれがどうなってい

くのかと。この就業人口のところは、社人研の

中にありませんので、これは私どもの独自試算

です。そうなると、今51万9,000人いる就業人口

というのは、2045年に32万5,000人になってくる

と。３分の１ぐらいが存在しなくなってくると。

社会そのものが縮小していくので大きな変化が

ないという方もおられます。ただ、そうでなく

て、やはり圧倒的な消費というのは、まだまだ

少子高齢化の中で続いていきますので、そうな

ると何かしらの労働をカバーするような、例え

ば機械化とか、ＡＩ化とか、そういったテクノ

ロジーでカバーすること、もしくはどこかから

人を連れてくること、来ていただいて一緒に働

いていただくことというどちらかが必要になっ

てくると思う。圧倒的なマンパワーが不足して

くるのは間違いないと思う。

これは産業別に出してくるともっとすごいこ

とがいろいろわかってきます。特に、例えば農

業なんていうのは、今平均年齢が60代後半です

よね。この方がまだまだ当然農業をやっていた

だくと、それはそれでいいんですが、その一方

で後継者が不足するとか、あと農業就業人口と

いうのが減ってくる。そうすると、この中では

もっともっと減ってくることになります。建設

業なんかも同じような流れになります。ですか

ら、何かの対策をしないといけないということ

は、この流れからいってもこれだけ減るという
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のを考えると、もう待ったなしで何か打ってい

かないと、これは何もしなければこうなるとい

うような意図でございます。

次に、では今、これまで宮崎県内の労働者数、

常用労働者数ということで、常に働いている方、

１カ月に何日以上、長期間労働されている方だ

とどうなのかというと、以前は男性が非常に多

かった。この黒い線が男性ですね。この赤い線

が女性です。男性が圧倒的に労働の屋台骨であっ

たと。今はここに来て女性が労働の中心である

と。就業の中心であるということがわかってき

ます。これは、2014年ごろに逆転を始めていま

す。そしてあとパートタイム就業者数というの

が非常にふえてきていると。全労働者数の中

の24.2％を占めてくると。パートタイムが支え

ているというのが本県の状態であるということ

がわかってきます。

これは非常にごちゃごちゃしている図かもし

れませんけれども、よく見ていただくと、なる

ほどということがわかってきます。これは県の

統計調査課と私どもで実施している企業動向調

査という調査で、県内の600社を対象として毎年

四半期ごとにアンケートを送っております。そ

の中で景気がよい、悪い、雇用が不足する、も

しくは充足しているとか、設備投資がどうだと

いうことを聞いています。景況感というのが全

体的にわかる。この赤い線を見ていただくと、

これは景気の波です。今までは2001年ぐらいに

ぎゅっと落ちています。要するに景気が悪くなっ

たと。そしてリーマンショックのころにももう

一遍悪くなっています。そこからアベノミクス

以降にずっと上がったり下がったりというのを

繰り返しています。大都市部になるとこれは安

定して高いんですけれども、宮崎の場合は、そ

れはいろんな振れ幅があると。景気が悪化する

と人は余ってくるということが言えます。この

雇用ＤＩ、人が、上に振れているということは

余っているということですね。景気が悪くなる

と人は余ってくると。このゼロというところを

下回ってくるという流れがずっとありました。

資金繰りについても景気が悪いと非常に悪いと。

この点線ですね。景気が悪いと。今は資金繰り

的に非常に余裕があると、景気がよくなってい

ますからですね。設備投資についても、人と同

じ動きをしていきます。人が余っていれば設備

も余っていると、余剰があると。人が不足する

と設備は不足すると。今は設備は不足している

と。過去にこういうパターンをずっと宮崎では

繰り返してきていたんですけれども、これと違

うことは、人が圧倒的にいないと。これは雇用

ＤＩでいくと、マイナス50、60なんていうのを

つけている。これは人材枯渇という状態ですよ

ね。そうなると人がいないから設備投資もでき

ない。お金は余っていると。個人預金の積み上

げ額とかは以前よりもはるかに多いと思います。

その中で資金繰りは非常によいと。その中で人

がいないからこそ成長戦略というのが組めない

というこのスパイラルに今陥っているというの

が本県の状況です。こう見ると、では今までに

ないパターンで人をどうにかしないといけない

んだなということがよくわかってきます。経済

のかなめの一つになるのかなというふうに思い

ます。

この雇用ＤＩ、雇用の余っている、余ってい

ないということですね、そういうのと有効求人

倍率をずっと見ていくと、きれいな反比例とい

うか、大きくなってきます。人が余っている、

有効求人倍率も低いと。人が不足してくると有

効求人倍率は上がってくると。今、有効求人倍

率がずっと上がってくると同時に人が不足して
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いる。だからこの雇用ＤＩというのが割と信頼

性が高い数字であると思う。景気に影響するも

のだということがよくわかってくるということ

になります。

では産業別にはどうだろうということで見て

いただくと、以前はサービス業は製造業とかと

は全然違う動きをするということが多かったん

ですよね。内需型と外需型の違いだったりしま

すから。ところが今はどこを見ても大体同じで

あると。一つ卸小売業については、底を打った

感があって、今上がり始めている。なぜかとい

うと合理化が進んだりとか、レジの機械化が進

むとか、バーコードだけでセルフレジが入った

とか、そういったのがいろいろありますね。そ

れに、技術的なものも相当変わってきた。在庫

管理の仕方が変わってきているとか。そういう

ことになると、若干上向いてきたので、ここは

何かしらの動きが今からあるのではないのかな。

これは技術でカバーしたんじゃないのかなとい

うふうに思っております。ただ、全体的な傾向

でいくと、もう全ての業種で人が不足している

というのは間違いないだろうと思います。普通、

ＤＩというのは20とか30ぐらいのレベルで、あ

あこれは大変だなというレベルなんですね。今

は過去にない空前の状態であるということを御

理解いただければと思います。逼迫ということ

ですね。

これは、先ほどの経済の資料とはまた変わり

まして、厚労省の宮崎労働局の資料からとって

きたものです。これはフルタイム労働者の求人

と求職者の違いですね。求人というのはすごく

ふえています。ばあっとふえています。求職者

は下がってきています。人が不足してきている

と。条件のいいところに皆さん行かれますから、

そこまでなくなってきたのかなと。そうすると

雇用不足というのが、これが差ですね。どれく

らい人が不足しているのか、求人に対して、求

職者はどれくらい不足しているのかというと、

これくらい不足。だんだん加速していると。特

にこの2017年度、2018年度あたりからは非常に

激しいということがわかってきます。これはミ

スマッチが起こっているのかもしれませんし、

単にもう与えてくれるポテンシャルというのが

ない、雇用の市場がないということなのかもし

れません。

パートタイムを見ていただくと、パートタイ

ムも似たような傾向があります。もちろんフル

タイムほどの激しさはないんですけれども、た

だ、人数的にはまあまあ多いですね。特に2017

年度あたりは非常に厳しかったと。ここに来て

だんだんピークの線が大体同じぐらいになって、

このワニの口みたいに開いているというのが非

常に危ういというか、慢性的に人が不足してい

るという状況になってきます。

次に、では給料はどうなんだろうと。賃金に

ついては、フルタイムについては上がっていま

す、ずっと。これは企業努力によって、求人の

賃金というのは常に今は上がってきていま

す。2012年ぐらいからすると２万円ぐらい上がっ

てきたと。これは月給ですね。これは非常にプ

ラスのことであって、有効求人倍率も上がって

きていますけれども、それに伴って連動するよ

うに上がってきている。ですから人を雇い入れ

るために条件をよくしていっているという企業

の動きがよくわかります。これはプラス志向の

ことだと思いますね。

ただ、パートタイムはどうだろうと。パート

タイムというのはやっぱり扶養に入る、入らな

いとかそこら辺のことがあるので、給与という

のはあんまり上がっていかないということにな
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ります。有効求人倍率もそこそこであると。１

倍以上になっているところはあるんですけれど、

まだ逼迫というほどではなかったということで

すね。全体にいうとですね。ただ、条件が変わ

らないんであれば楽な仕事に行きたいとか、自

分が得意な仕事に行きたいというのは誰でも考

えるところであると思います。ですから、どの

産業も、フルタイムを目指したいという動きに

なっているのかというと、それはわからないで

すよね、本人たちの志向にもよりますから。

これは有効求人倍率を、医療とか福祉分野だ

けでとってきたものです。そうすると、業種全

体ではそこまではないというか、1.5倍とかに

なっていて、それでも大変なことになっていま

すけれども、業種別で見てみると、これは結構

な倍率が出てくると。社会福祉の専門職とか、

結構な2.67倍とか2.35倍、２倍以上というのが

普通に出てきます。ですから、ここは圧倒的に

枯渇している。この青い棒グラフというのは、

これは全体の話です。慢性的に人が不足してい

るということがわかります。医療技術者とかは

まだよいほうで、あとはやっぱり介護とか福祉

とか、保育園とか、そういった今問題になって

いる業種というのは人が圧倒的に不足している、

これはフルタイムですね。

パートタイムになるとどうなるかというと、

もっと加速していきます。特にこの黄色の介護

職、介護関係というのは3.18倍と。ちょっと前

は3.88倍というのがありました。こうすると、

もう平均よりはるかにかけ離れた数字になって

きて、現場ではもう常に人がいない状態で仕事

をしていくと。求人サイトとか求人関係のとこ

ろに聞きますと、もう常に求人出しっぱなしで

あると、もういつでも来ていいよということで

されているということがよく聞かれます。です

から、この三．何倍とか二．何倍というのがあ

んまり表に出てこないと、ここに非常に問題が

ある。こういう職場に行くと今はパートタイム

の方が支えているところが非常に多いわけです

よね。そうなるとここが枯渇していくと社会が

回らなくなってくるのではないのかなと思いま

す。こういった医療・介護とかの施設だと、Ａ

Ｉ化とか、そういったのが今は進み始めていま

す。ＮＥＣが2017年から実証実験を関東のほう

でやったりとか、ニチイ学館と提携していろん

な介護のシステムを変えていこうという動きを

しています。そういうところになると全然変わっ

てくるのかな。そういうのが入ってくると変わっ

てくるんですが、まだまだ宮崎では少ないのか

なと思います。こういう現場の方ってどういう

仕事をされているかって、御存じの方も多いか

と思いますけれども、例えば夕方の５時まで勤

務であったら、５時まではケアをされます。そ

こから記録をされていかれます。一日中の記録

をずっと書かれていきます。記録の最中に例え

ば夕方の時間で食事なんかの時間があると誤嚥

されますよね、あとせき込まれるとか。そうす

るとやっぱり人の命にかかわりますから出てい

かれると。なかなか仕事の切れ目がない、24時

間対応の仕事ですから、なかなか切れ目がない

というのが実情であって、そうすると人が多い

施設では対応が可能なんですけれども、人が少

ない施設だと慢性的に人が回らないという状況

が続いていきます。これはサービスされる対象

が24時間体制であるということがひとえにある

かと思います。これはもういたし方ないところ

だと思いますけれども、ここに何かテクロノロ

ジーとかを入れていかない限り、ここは解決し

ていかないのではないでしょうか。関東の介護

施設だと、こういったいろんなインシデントと
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かアクシデントが起こる前に、赤外線とかカメ

ラを使ってＡＩが予想を立てます。それによっ

て事故が起こる40分前にアラームが鳴ります。

そうすると事故が起こる前に駆けつけることが

できて、何かアクシデントが起こる前に全て対

応ができる。そうすると報告というものが非常

に飛躍的に少なくなっていきますので、そうす

ると本当の意味のケアとか看護とか、そういっ

たことができるようになってくると。残業も非

常に少なくなってくると。記録はデータとして

残っていますからですね。そういうことを進め

ていくというのは、こういうサービス業界の中

では非常に重要なんじゃないのかなと。そういっ

たのが本県でも取り組まれると非常にプラスに

なってくるんではないのかなと。テクノロジー

でカバーしていくという考え方ですね。

ここも非常に問題ですけれども、事務とか販

売、飲食サービス業の有効求人倍率を見ていく

と、これは飲食物調理の仕事というのが非常に

高いですね。これは観光みやざきの食の部分を

支えている方々が少なくなっているということ

になると思います。接客・給仕の仕事も少なく

なってきています。

一方で有効求人倍率が横ばいに近い動きをし

ているのは事務系の仕事です。やっぱり非常に

多いと。有効求人倍率が非常につり合っている

なという仕事が、ＩＴ関係の仕事です。これは

今の状況に合っているんだと思います。ただ、

今からはいろんなＩＴ化が進んでいくと非常に

不足していくのかなと思います。そうするとこ

この方が圧倒的に多い中だと、この辺の仕事に

行きたがらない方が多いのかな。あんまり条件

に合わない方が多いんじゃないのかなという感

じがします。

これが、パートタイムだともっとすごいこと

になっていまして、この数字だけ異常な数字が

あります。これは接客・給仕の仕事ですね。飲

食店のホールスタッフとか、居酒屋の店員さん

とかそういった方々です。こういう方々も宮崎

の食・観光の一翼を担っている。そういう方々

が圧倒的な人材不足であると。求人がどの飲食

店に行っても貼ってあると思います。これが異

常事態であるということに、もうなかなか麻痺

してしまってわからなくなってくる。飲食物調

理の仕事関係も非常に高いんですけれども、こ

のサーブしてくれる方がいないと成り立たない

仕事ですが、非常に深刻であると。ＩＴ関係は、

パートタイムが少ない、有効求人倍率が低いと

いうのは、これはスキルの問題、資格の問題と

かそこら辺があるので難しいところもあるのか

もしれません。

これは建設運輸関係ですね。この建設業も非

常に厳しいところですね。この2.91倍とか3.32

倍とか、非常にこれは枯渇と言ってもいい状況、

特にこの２年間ぐらいが非常に逼迫しています。

あとは運輸関係です。バスとかタクシーとか、

トラックの運転手さんとか、そういった方々も

非常に厳しい状況があります。

ですから、こういうふうに産業別に見ていく

と1.3倍とか1.4倍ではなくて、その中にいろん

な倍率があると。枯渇しているところとそうじゃ

ないところの差が非常に激しくなったというの

が今の状況だと思います。

あともう一つ、これはパートタイムですけれ

ども、パートタイムは運搬の仕事、これは単純

な運搬ですよね。例えばごみ収集とかそういっ

たのもありますし、あといろんな単純な運搬と

いうのはあんまり資格も要らないので、非常に

求められることが多いのかなと思いますけれど

も、あとは資格的な問題で求められないものと
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いうのもあるので、ここは何とも言えません。

建設業なんていうのは、やっぱり何々の資格と

かいうのが必要なので、これは簡単にパートタ

イムではできないのかなというところがあるん

だと思います。

これは相関といいまして、フルタイムとパー

トタイムの賃金というのが、2012年度の第１四

半期から2019年度の第１四半期まではずっとこ

の流れが比例しているのか、比例していないの

か、関係があるのか、ないのかということを示

しています。産業別に見ると、同じような、例

えば0.8とか、こういうのは同じような動きをし

ます。0.7以上は同じ動きをしている。だから賃

金が一緒に上がっていっていますというところ

が多いです。ところが、そうでない仕事が、0.4

とか余りリンクしていないというところがあり

ます。こういうところは何かというと生産関係

の仕事、建設関係の仕事、こういうところだと、

やはり本人の持っている資格とかスキルとか、

そういった部分であるのかもしれません。給料

が上がっていかないと、パートタイムさんとし

ての給料が上がらないということが言えるかと

思います。 これは、有効求人倍率はどうなの

かと。これも2012年度の第１四半期から2019年

度の第１四半期までの間の相関をとっていきま

すと、ここら辺の業種であんまり相関が見られ

ないということがあります。これは何の業種か

といいますと、建設とか輸送、生産関係、ここ

ら辺はあまり求人というのが右肩上がりに上

がっていっていないということが言える。やっ

ぱりここら辺も資格関係とかそういったのがあ

るんじゃないのかなと。ほかのところでもやっ

ぱりそういったきらいがあるんじゃないのかな

と思います。ただ、接客・給仕の仕事というの

は、あんまり資格というのは関係ないのでどう

なのかなと思いますけれど、正社員とそうじゃ

ないフルタイム、パートタイムでは募集の流れ

というのが相当変わってくるんじゃないのかな

という業種があるということになると思います。

今までは県内の雇用動向について、全体的な

傾向を業種別とか構造別にお話しさせていただ

きました。ここからは外国人就業ということで、

どうなんだろうということを見ていきたいと思

います。

日本は、世界第４位、第５位あたりの外国人

労働者輸入国であることを御存じかと思います。

外国人が非常に入ってくる国であるということ

は、この後出てきますけれども、ＯＥＣＤの統

計とかもあります。あと留学生のアルバイトと

いうのは、28時間というキャップがついていま

すので、どうしても時給が高い都市部に行って

しまうということはあります。以前は宮崎でも、

外国人が働かず日本人がまだ働いているんだね

ということをコンビニでよく、県外から来られ

た方に言われていました。今は、外国人が働い

ているのが、宮崎市の中では当たり前になって

きています。中心部では特に当たり前、または

シニアの方が働いているというケースが非常に

目立ってきていると思います。もともと来日す

るだけでも相当なコストを払っていらっしゃる。

そういう中で高い給料のところに行くのは当然

の流れなんじゃないかと。あとコンビニエンス

ストアなんかでいくと、外国人向けの奨励金と

か奨学金を設けているところもあるかと思いま

す。そういったところからすると、そういった

お金の面のサポートがある、学費の補塡ができ

るとか、そういった地域を狙っていくのが当然

の流れかなとも思っております。そうすると宮

崎というのは、分がいいのか、分が悪いかとい

うと、それは厳しいほうに入るんじゃないかな
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と思います。あと国内の人手不足から、外国人

を担い手にという考え方は当然の流れであると

思います。ただ、そうはいっても、日本人と同

様の環境があるのか、例えば労使紛争とかを解

決していただけるんだろうかとか、もしものと

きの就業補償とかそういったのをやっていただ

けるんだろうかとか、これは日本人と同じ窓口

がありますというように最近はなっております

けれども、ただ、それがこういった外国人の方

に本当に伝わっているのか、その窓口が本当に

わかるのかというと、それは甚だ疑問であると。

多言語化の対応ができるのかということもどう

なのかということがわからないですね。やっぱ

り待遇が保証されていなければ、外国人も離れ

ていくというのが実情だと思います。これは日

本人と一緒だと思います。２年前ぐらいに大阪

出張をしているときに言われましたけれども、

東南アジアの方でも、例えばフィリピンの方と

かタイの方でも、時給1,500円でも集まらないん

だと。やっぱりうちの雇用環境というのは厳し

いからだということを経営者の方が切々と言わ

れたことがあります。日本人が不得手な仕事を

外国人にお願いするという考えはなかなか難し

いのかなと思います。外国人の方をサポートし

ていくというのもまた必要ですし、日本人と同

じ環境をつくっていく、同じような待遇をつくっ

ていくというのも非常に重要なのかなと。好待

遇の都市というのが非常に優勢であると。そう

いう意味では大都市部というのは優勢であると

いうふうに言えると思います。今はこういった

都市間の競争が始まっているのが実情だと思い

ますし、あと、外国人雇用の前にベースの賃金

を上げていくほうが、実は非常に重要なんじゃ

ないか。これは日本人を含めてですけれども、

企業としては今からどういった景気変動がある

とか、いろんなリスクがあるかということを考

えていくと、なかなか設備投資とか人の投資に

踏み切れないのが実情だと思います。ただ、先

ほどの景気の景況感の資料を見ていただいたと

おり、資金繰り的には非常に充実しています。

従業員にお金を分配する余裕がないというとこ

ろもあるかもしれません。そこはもう既にビジ

ネスモデルというのが限界に達しているところ

であると思いますが、そういうところはいろい

ろ変えていかないといけない。ただ、全体的に

いうとまだまだベースの賃金の引き上げはでき

るはずであると、できるんじゃないのかなと思

います。また、機械化・省略化ができてもう

ちょっと人的な負担というのが楽な仕事という

のがつくれるんじゃないのかなと思います。そ

ういったのをしてやった上で、外国人の方に来

ていただくとか、外から人を雇用者として呼ん

でくるということが重要なんじゃないかなと思

います。

これが、日本に来る外国人の数ですけれども、

このＯＥＣＤの資料を見ていただきますと、日

本に来る人って非常に多くなっています。先ほ

ど日本は５位と申し上げましたけれど、今４位

になっていると。2016年時点で、世界で４番目

に外国人の移住者が多い。移住者ですから、労

働者イコールではないということです。移住者

が多いと。日本を目指して来ている方は非常に

多いです。これはなぜそうなのかと、オリンピッ

クを目指した、景気がよくなるというメッセー

ジがありますよね。あと、海外に対してやっぱ

り日本は豊かな国だというのがあると思います。

ただ、例えばオリンピック後で世界中の見方で

行くと景気というのは落ち込むと、当然反動減

というのがあります。そういうのに過敏に反応

する国があると、外国人というのは日本から去っ
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ていく可能性というのは非常に高いと。次の、

もうちょっと自分たちが稼げる国に行こうとい

う、国を選択される可能性というのはないとは

言えない。日本は恐らくトップテンの中にあり

続けると思いますが、急激な景気変動とか、急

展開する高齢化とかそういったのからすると、

日本で働きづらくなったら日本から離れていく

外国人というのは多いんじゃないでしょうか。

ですからこそ、働く環境とか働く職種とかそう

いったのを整備していく、もしくはテクノロジ

ーが導入できるものはテクノロジーを導入して

いって、従来型とは違う仕事をつくっていかな

いといけないんじゃないのかなというふうに思

います。

これは、厚生労働省の資料から外国人の労働

者がどこで働いているのかということを見ます

と、日本で働いている人というのはやっぱり急

激に上がってきています。こういうふうにです

ね。で、圧倒的に東京都で働いています。東京

都で働く方が圧倒的にふえていっています。関

東だけですると圧倒的に高いんですよね。ほか

の大都市も上がっているんですけれども、やっ

ぱり東京に集中してきていると。東京だけで全

体の30％を占めていると。３割が東京。特にこ

この2003年以降、2008年とか、ここら辺から急

激に上がっています。こう考えると、大都市部

に外国人が集中しているのはもう今に始まった

話ではないと。ですから条件によってどれくら

い、どんな仕事があって、どれだけ稼げるか、

どんな待遇があるかということによって、あと

どういう住みやすさがあるかと、あと外国人と

共生できるのかということですね。宮崎の場合

だと共生の経験というのが非常に少ないと思い

ます。外国人がいつもいる環境ではないと。東

京の新大久保あたりに行くと、外国人がいるの

は当たり前であって、観光地で常ににぎわって

いる京都あたりだと、外国人がいつもいるのは

当たり前、別府だと、外国人が来るのも当然で

すし、立命館アジア太平洋大学があって外国人

が常にどこかにいることが当たり前。ただ宮崎

のように外国人との共生の経験が非常に少ない

ということになると、外国人が来やすい環境と

か働きやすい環境というのはなかなか難しいの

かなと。ここら辺をやっぱり変えていかないと、

外国人に来ていただいて働いていただくという

ことはなかなか難しいと思います。やはり人口

減の中で、最初、冒頭のほうで見ましたグラフ

の中でもそうですけれども、人口減で圧倒的に

今から人が減っていく、生産年齢人口が減って

いく中でいくと、やっぱり外から来ていただく

というのは大きな選択肢だと思いますが、今の

状態だと大都市部に人というのはどんどん集中

していくということが明確かと思います。

県内の外国人の就業者数の推移、どこの国か

ら来ているんだろうというと、全体的には今は

ふえていっているんですけれども、中国はこの

５年間で若干下がりましたと。ベトナムがふえ

ました。その他も若干ふえています。圧倒的に

中国の方が多いんですけれども、ちょっと減っ

ている。ほかの国が広がりつつあるというのは

いいことだと思います。ただ、九州の一番の都

市である福岡を見ますと、福岡もふえています。

中国は同じように若干減っていますと。お隣の

韓国も減っています。ベトナムがふえています。

フィリピンがふえています。あとその他がふえ

ていますと。こういうところでいくと、多分同

じような傾向じゃないのかなというふうな気が

します。

では、ちょっと字が小さくて恐縮なんですけ

れども、産業別にどうなんだろうと。宮崎の場
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合は製造業が圧倒的に多いです。製造業に従事

する外国人が圧倒的に多いと。そしてその他が

多いと。その他が多いというのはプラスにとる

べきであって、外国人がいろんな産業に入って

いっているというのは、とてもいいことだと思

います。これが福岡になると、一番多いのはそ

の他が圧倒的にふえている。いろんな業種に外

国人の裾野が広がっていっているというのが言

えると思います。製造業については、宮崎から

するとはるかに多い人数ですけれども、伸びか

らいうと、その他の伸びに比べると全然弱いと

いうことが言えると思います。１次産業が少な

いと。農業なんかはまだ多いほうだと思います

けれども、宮崎の場合だったら１次産業がやっ

ぱり中心の業種になるのかなと思います。

就業者の産業別の構成比率、これは先ほどの

やつを比率に変えただけですね。製造業という

のは、宮崎だと大体３割ぐらいおられると。そ

の他が１割強ぐらいですね。福岡になると、そ

の他が４割近くいると。やっぱり広がっていく

ことがよくわかってくるということが言えると

思います。ですから、外国人の雇用というのが

裾野が広がりつつあるということが、大都市部

の大きなところかなと思いますね。

これはちなみに県内の企業動向で、県の統計

調査課と私どもで四半期ごとに調査している企

業動向調査の2018年３月の調査から見ますと、

県内の人材確保の手法って何だろうということ

を聞きましたら、中途採用が圧倒的に高くて７

割と、新卒は３割。複数回答をしていますので、

足していくと100％以上になります。ほかにパー

ト、アルバイト、外国人を含むというふうに書

いていますけれども、外国人がどれぐらい含ま

れているかというと、これは多分すごく低いと

思います。縁故採用とか、求人広告というのは

その後に来ますということになります。

右側を見ていただきますと、人材採用の対象

は何だろうというのが、2017年と2018年では若

干変わってきている。中途採用がやはり多くなっ

ていると。これは即戦力を求めるということだ

と思います。あとは新卒、パート・アルバイト

になりますが、外国人というのは、数としては

小さいんですけれども、伸び率としては大きい

と思います。10％から15％。県内の企業でも外

国人の雇用ということに目を向け始めていると

ころが出てきたんだなというように思います。

この業種には、製造業とサービス業が入ってい

る。特に製造業が多い中で、外国人というのが

一つ、重要になり始めたんじゃないのかな、動

きがちょっと大きくなりましたので、と思いま

す。

時間ももうそろそろ来ますので、まとめにな

りますけれども、県内の人口減というのは急速

に進んでいくことがよくわかります。あと企業

の人材不足というのは、深刻さを増しているん

ですけれども、なかなか打開策の決め手がない

というのが実情だと思います。その先には、今

からどのような不安が発生するんだ、何が起こ

るんだろうということに対する見通しが立たな

いということがある。今、世界経済的に言うと

外国要因でマイナスが来るんじゃないのかとか、

トランプ大統領が何か言ったらマイナスが来る

んじゃないのかとか、国内でも人が不足してく

るんじゃないか、何か捉えどころのない不安と

いうのが先にあります。例えば消費税の話でも、

企業から聞いたのは、毎年１％ずつこうなりま

すとかいうのがわかっていれば計画的にできる

けれども、そこら辺はやはり段階を踏んでとい

うような進め方じゃないので、この先どうなる

んだろうというのがなかなかつかめないと。そ
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うなると、余剰資金をとっておきたいというの

があるそうです。また、フルタイムの雇用と新

規求人、給与水準というのは非常に上昇してい

ると。これはプラスだなと思いますけれども、

パートタイムについては非常に厳しいと。所得

のバランスというのが、例えば扶養内、扶養外

というところがあると思います。これがある以

上は賃金上昇というのは非常に厳しいと。そう

なると、本人が得意な仕事とかやりたい仕事に

つかれる、また楽な仕事とか、やっぱりそうい

うところにつかれると。そうすると仕事はアン

バランスさというのが出てくるんじゃないのか

なと思います。あと有効求人倍率は業種によっ

て深刻な状態にあると。特に医療・介護とか、

接客・給仕とか、そういうところは人材枯渇の

状態で、枯渇と言ったほうが早いのかなと思い

ます。あと外国人労働者は大都市に集積してい

るというのも、先ほど見ていただいたとおりで

すけれども、やはり地方都市の確保には課題が

多いんじゃないでしょうかと。外国人が働きや

すい、働きたいという仕事と環境が必要であっ

て、ここら辺の観念というのは県内企業のどこ

まであるのかというと、それはわからないとこ

ろですよね。ここまで言及される方にお会いし

たことはあまりない状態です。先ほど申し上げ

たとおり、外国人とは共生という概念がもう少

し地域にとって必要なんじゃないかなと思いま

す。宮崎市の中心部あたりへ行くと、コンビニ

エンスストアで外国人が働いているのは当たり

前になってきました。そうすると、外国人がい

るんだなということが日常化していくと共生に

なっていく。ちょっとコミュニケーションとっ

てみようかという人も出てくる。こういうのは

第一歩だと思います。実際は不足している業種

にどうやって外国人の方に来ていただいてどう

いうふうな待遇でどういったことを求めて仕事

をしていただくことができるのかどうかという

のは、環境を整えていかないと待遇を整えてい

かないと、それはわからないことだと思います。

あと県内において外国人雇用の考えは産業に

よって非常に乖離があるんじゃないのかなと思

います。やはり日本人がなかなかつかない単純

な仕事についていただこうと思っている方と、

外国人の持っている能力を生かしたいという方

と、そういうのは相当分かれてくると思います。

ここがやっぱり難しいところなのかなと思いま

す。あと雇用解決の課題というのは非常に多い

んですけれども、大都市圏との人材確保競争に

打ち勝つには、企業だけでは対応できないとい

うのが実情だと思います。やっぱり地域とか県

全体とかそういったことで何か打ち出していか

ないといけない。外国人にとって優しい県なの

か、非常に環境がすぐれているとか、こういっ

た緊急航路があるとか、例えば近隣住民とトラ

ブルにならないような取り組みがなされている

とか、そういったことが彼らの独自のＳＮＳと

かインターネットの掲示板みたいなところに書

かれるようなことが必要なんじゃないのかなと

思っております。あとはいろんな連携をしなが

ら人材のシェアというのも進めていかないとい

けない。例えば企業、やっぱり人手不足でなか

なか仕事が回っていかないという企業があれば、

お互いに人手不足の企業とか、人がたくさんあ

る企業からやっぱり何かここの部分は共通で事

務をやっていきましょうとか、そういった緩い

地域連携ではないですが、企業間連携とか、人

をシェアするような取り組みというのも進めて

いくべきなんじゃないかなと。あとは例えば合

併すればやっていけるとかいうところもあるか

もしれません。事業承継などがいろいろと進ん
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でいるところも多いと思いますけれども、そう

いったのも方策の一つかなと思います。なかな

か決め手に欠く、対策がないのが実情ですけれ

ども、何かをしていかないといけない。そのた

めにはテクノロジーだとか、人を外から連れて

くるとかそういうのをしていかないといけない。

ただ、それは全て、地元の環境を変えていく、

待遇を変えていく、そういう仕組みを変えてい

くという、いろいろと構造をいじっていかない

といけないということに尽きるんじゃないで

しょうか。

少々長くなりましたが、これにて終わりたい

と思います。どうもありがとうございました。

（拍手）

○西村委員長 杉山様、ありがとうございまし

た。

それでは、ここからは御説明いただきました

内容に応じて、質疑や意見交換を行わせていた

だきたいと存じます。委員の皆様方からお聞き

したいことがあればお願いをいたします。

どなたからでもいいですが、非常に具体的な

説明をいただきましたから、ぜひもっと突っ込

んだ議論をしていただきたいと思います。

○図師委員 現実が目の当たりになるような資

料であり、御説明だったと思いますが、やはり

今外国人の方々の受け入れに関して、おっしゃ

られたとおり、宮崎はまだ免疫が少ないのかな

という気がしております。事実、外国人の方を

受け入れるに当たって、今は技能実習生等がメ

ーンであり、ただ、それらの方々は、御存じの

とおり、定期的に母国のほうに帰られますので、

その方々を定住人口として招き入れていくには、

今考えられるのは一つはその高度技能での定住、

永住をしていただくということ。あとは留学生

が定住していただけるような導きをしていくこ

と。あとはこちらで家族をつくっていただくこ

と等が永住定住につながるのかなと思うんです

が、ほか、何かこう行政として、その定住促進

を図る上での御提案があればお伺いしたいんで

すが。

○杉山参考人 技能実習生は今はもう県のほう

でされているとおりであって、ここから何か次

のステップに行くというのは、今いろいろと制

度が変わりましたので、そこを見守るしかない

部分があるんじゃないのかなと思いますが、留

学生についてはまだやれることがあるんじゃな

いのかなと思います。というのは、専門学校に

来られている方とか、大学に来られている方の

出口を宮崎に求めるような取り組みというのを、

学校でやっているのかというと多分それはあん

まり見られないような気がするんですね。宮崎

に残ってこういう研究をやってほしいとか、宮

崎の企業でこの方を優先的に採用していきたい

という声はなかなか上がっていない。別の方策

というよりもそこをもうちょっと詰めてもいい

のではないかと。せっかく宮崎で何年間か過ご

していただける方であって、宮崎のことをどう

ですかって聞くと、結構好きな方が多いんです

よね。というのは、非常に田舎だけれどもとい

うことははっきり言われます。ただ、人間はい

い、食べ物も安い、物価が安いというのは非常

に言われます。留学生として学校に来られてい

る方も結構多くて、毎年４月になると200人、250

人ぐらい宮崎市の人口ってふえますよね。外国

人の方も。そういう方をもうちょっと定住させ

るには彼らの出口をつくってあげるというのが

非常に重要なのかと。例えば彼らに対するイン

ターンが宮崎県内であるとか、宮崎に就学する

外国人向けのインターンとかそういったのを

やっていただくというのは一つの手じゃないで
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しょうかね。私は、何か新たなことよりも、こ

の彼らと彼らの進路と企業のミスマッチを何か

埋めていくことで、ここ宮崎だとこういった魅

力があるということを身をもって体験していた

だくというのができたらと思います。

○図師委員 本当に、私も同感でして、宮崎大

学の留学生との意見交換をしたこともあるんで

すが、研究している内容が就職につながらない、

宮崎にいたいんだけれども就職先を求めるとど

うしても県外になってしまうという声も聞いて

おります。ですので、産学官が協力してやって

いる体制はあるんですが、おっしゃられるよう

に、企業側に研究と直結するような大学の講座

を開いてもらうとか、そういうようなパイプと

しての研究が宮崎にもできてくるといいなとい

うのを感じたところです。

あわせて、この委員会で大分県に視察に行っ

てまいりました。大分はものすごく留学生受け

入れと就職の流れができておりまして、その中

でおっしゃられていたのが、もちろん研究内容

もそうなんですけれども、地域に早く密着する。

研究とか勉強ももちろん大事なんですが、研究

は例えばプログラミングであればパソコン一つ

あればどこでもできる。例えば地域の文化芸能

活動にどんどん参加させて、郷土愛をそこで醸

成することによって、要はそこに愛着を持たせ

る。そういうことにも力を入れているというよ

うな話を伺ってきたところであります。

○杉山参考人 今、御説明いただいたとおりで

ございまして、やはり出口がないというのもあ

りますけれども、彼らは彼らのコミュニティー

の中に閉じこもっている部分というのが非常に

大きくて、これは今の若者もそうですけれども、

ＳＮＳって携帯電話などからいろいろされます

けれども、これを人間関係を広げていくために

使うのではなくて、自分たちを守るために使っ

ているものが多いと。自分たちの中だけの情報

交換に使っているものが多いと。その中で非常

にうわさも広まりやすいというのもあります。

ですから、学校に閉じこもっているんじゃなく

て、地元にやっぱり引っ張りだすような地域の

取り組みとか、学校がそういうのに参加を勧め

るとか、そういったことは非常に重要であると。

自治体、これは市町村に対して申し上げたいと

ころであるんですけれども、彼らを大事にして

いるんだよというメッセージが多分あまりない

んですよね。地域として、この留学生がすごく

大事だというメッセージを明確に打ち上げてい

る自治体というのはあんまりないような気がし

ます。そういうのでもいいので、彼らを引っ張

りだして地元に定着していただくための努力と

いうのは、県、市町村、地域の公民館組織、自

治体組織とか、そういったことが重要なのかな

と。そういう役割を果たして、そういった意味

では共同的な取り組みというのをしたほうがい

いと思っております。

○外山委員 今、人口減少で労働力が年々減っ

ていく中で、もちろん外国人労働者に頼る部分

も非常に重要なんですけれども、彼らもこの日

本に来るに当たって、いろんな情報を共有して

いて、いろんな情報をつかんで来ますよね。そ

の中で例えば首都圏、東京、大阪、福岡と宮崎

の環境を比べた場合に、この地域に引きとめる

大きな要素というのはやっぱり雇用条件になる

んでしょうかね。そこら辺をどうお考えですか。

○杉山参考人 一つは、全てがそうとは思いま

せんけれども、彼らは少なからず何かの借金を

背負っているケースが非常に高いと。留学生で

も日本に渡航する機関を通じて来ている場合で

も、そういったマイナスの部分から発生してい
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るんであれば、より稼げるところというのは絶

対的な条件であって、例えば大都市部あたりの

外国人労働者の住居とかを見ますと、何人もで

ルームシェアして住んでいるというのが非常に

多くて、実際は東京の割といいところに住んで

いるんですけれど、１人当たりの家賃は２

万5,000円であるとかそういったのをよく目にし

ます。テレビでも取り上げられますけれども。

そういったことでいくと都会でも安く住めるん

じゃないのかと。あと大都市部というのは、特

に東京なんかへ行くと、野菜と不動産は東京の

ほうがはるかに高いんですけれども、日常の買

い物は競合が激しい都会のほうが多分安いんで

すよね。これは経済的にそうだと思います。価

格競争を常にやっているところなので、多分安

いんですよね。それだと彼らは住んでいけると

いうことですよね。宮崎だと、やはりその待遇

がよくなったというだけでは恐らく不足であっ

て、彼らにとって魅力的な仕事があるとか、例

えばここで確実にスキルアップできるとか、労

働力だけでなくて何か学べるような、研修生と

は違うもっと高次元のところで学べるとか、そ

ういったのを彼らの媒体の中で発信していかな

いと来てくれないんじゃないでしょうか。彼ら

の媒体の中でこういう話が広がっていくとか、

彼らの国で例えば観光と一緒ですけれども、セ

ールスプロモーションをやって、うちは歓迎し

ますよということを現地でプロモーション活動

をされるとか、そういうことも必要なんじゃな

いかなと思っております。

○外山委員 では、もう１点だけお伺いします

が、今おっしゃったように、実は田舎、地方の

ほうがいろんな物が安くて過ごしやすいという

のが、もしかしたら幻想であって、実は都会の

大都市の喧騒の中でいろんな環境が整っていて、

いろんな安い店だとか、いろんなものが身近に

あるという環境、あるいは電車の交通インフラ

も含めて、いずれどこかの時点で、実は都会の

ほうが暮らしやすかったりする場面というのが

来るんじゃないですかね。あり得ないかな、そ

ういうことは。

○杉山参考人 実はそれはあり得るんじゃない

でしょうか。ただ、生活するのに当然大きな要

素である不動産と食費の一部、目立つところが

高い、どうしてもとらないといけないものが高

いというのは間違いないんですけれども、現に

宮崎とか地方都市にあんまり外国人が来ていな

いというのは、そういう都会で暮らしていける、

ルームシェアさえすれば暮らしていける。ただ、

それでは家族を持ったときとか、一人じゃなく

なったときに、崩れていくわけですよね。ルー

ムシェアができない、子供さんができるとか、

日本人と結婚されるとか、外国人同士で結婚さ

れて日本に残りたいとなったら、これは別次元

になると思います。都会では恐らくどこかの社

宅に入るとか、何かそういった好条件のところ

がないと、なかなか暮らしていけないです。あ

と自分で起業するとか、そういったのじゃない

といけない。そういった所帯を持った外国人に

とっては、地方のほうが私はいいと思っており

ます。日本国内でそういった外国人の移住を進

めていきますというのをアピールするのも一つ

ですし、日本になれた方、所帯を持った方の移

住を進めていくというのもあるのかもしれませ

ん。そういった意味では、一人だと大都市はい

いですと、ところが所帯を持つと大都市は圧倒

的に苦しくなるというのは間違いないと思いま

す。

○坂口委員 人口減少が進む中で、生産から消

費へ回る層が圧倒的にふえていく、だから消費
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は伸びるんだという一つの判断がされています

けれども、周囲を見る限り、大方もう100％に近

い人たちが、いよいよ年金暮らしに入った、１

円、２円を節約せんと大変だ、コーヒー１杯飲

むのも大変だっていうのが大方なんですね。そ

うなった現実を見るとき、本当に人口減少の中

で高齢化が進むことで消費が伸びていくのかと、

国内に限って。

○杉山参考人 いや、消費が伸びるというより

も、圧倒的に消費せざるを得ない年代であると

いうように言えると思います。これは本人の意

図する、プラスの意味の消費ではなくて、マイ

ナスの意味の消費のほうが多いかと思います。

医療・介護というのは、多分その分野だと思い

ますので、そういうふうにするといろんな制度

を使って消費をせざるを得ない方がふえてくる

というのが正しい言い方だと思っています。

○坂口委員 やむなく支出しなければならない

消費は、生きるための、医療費なんか最たるも

のだけれども、伸びていく。そうなったときに

特に誰でも来なさいと、条件がいい働き場です

よということじゃ、人材はやっぱりそこに投入

できないというか、その人たちは担い手となり

えないということで、例外的な専門的な部分は、

確かに雇用というものは今後ともまた需要が増

すと考えていいと思うんですけれども、いわゆ

る一般的な消費生活の中での消費、この消費が

がくんと落ちれば当然生産も落とさざるを得な

い。その調整をやっていかないと暴落につなが

るというのも現実ですから、そうなったときに

ＩＣＴ化がその中で進むとなると急激に人余り

の時代が来るんじゃないかなって思うんですね。

そういう中で今、外国人雇用者を県内にとどめ

ようという工夫をみんなやっているんですけれ

ども、むしろ国内の人たちを雇用する以上にも

う経費的にはかかっていっているというのが現

実なんですよね。周囲に聞いた話では、それ以

上に行政とか公的に、住環境を含め、外国の方

たちが住みやすい環境を整えるということ以外

の部分、雇用者責任でやっていかないと、一番

は給料とか福利厚生でしょうけれども、それを

やることよりも、それにかける経費をむしろ県

内の、今新卒者が県外に出ていかないようにと

いうようなことを行政としてはやっているし、

外国の方に投入するよりも、これにはやっぱり

政策的にそこに財政投入できるという小回りが

すごくきくと思うんですね、残念ながらですね。

そう見たときに東京あたりとの外国人の雇用合

戦で今後とも宮崎はやっぱりそれにがんともろ

に受けて四つに組んでいっていいのかどうかと

いう不安を相当持っているんですよ。ここらは

どんな具合に分析されていますか。

○杉山参考人 御指摘のとおりでございまして、

では東京とまともにけんかして勝てるか、多分

それは絶対ないと思います。それと外国人が来

るということに対してはコストが当然かかりま

す。安い労働力の外国人をということはないと。

日本人以上に当然かかると思います。これが定

着してくるとコストは平準化されてくると思い

ますが、ある程度コストとしては大丈夫、それ

以上に生産性を上げればいいじゃないかという

議論になってくると思います。それと人が余っ

てくるという話もありますけれども、ただ、宮

崎の農業産出額3,300億円を減らさないというよ

うにした場合だと、農業就業人口って多分３分

の１ぐらいになるんですけれども、そうなると60

何歳の方に今から３倍つくってくださいって言

わないといけない社会が来ると。これを農業産

出額というのは非常に重要な数字だと思ってい

るので、あえて出させていただいた。それはな
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ぜかというと、外貨を稼ぐ、恐らく最も効果的

な手段で、地元の隅々までお金が再分配される

のが農業だと思っておりますので、ここに来る

とそれを維持していくということが相当難しい

と。外貨を稼ぐ手段を失ってくるということに

なりかねない。人は余ってくるかもしれません。

ただ、そうすると外貨を獲得する手段がなくなっ

て、今度は県内の経済としては厳しくなるんじゃ

ないか、そういう負のスパイラルになる可能性

も非常に高いのかなと思います。そうするとや

はり人が余らないように人が有効に活躍できる

ようにして、総活躍というのも当然ですし、私

の場合はこの資料をつくる中で最も重要視した

のは、資金繰りが今好調であるのであれば賃金

をそれに連動して上げていくべきだということ

で、これは最も大切だと思います。外国人に来

ていただくのはそういった環境が整った次の段

階なのかなと思っています。ただ、この環境が

整わないと外国人にも来てもらえないというの

は当然で、それで日本人にも来てもらえないと。

学生の方が流出しているというのは当然存じて

おりまして、その中で学生さんたちにいろいろ

個別に聞いていきます。何を言うかといいます

と、彼らは、賃金の面では東京は当然、名古屋

とか、そういうところはとてもいいと。それは

ただ地方に帰っても実家に住めばそれはいい

じゃないかということは、結構はっきり言われ

ます。ところが、彼らが一番問題視するのは、

有休の日数が125日以下というのは厳しいと、

やっぱり休みをとりたい、自分たちはもっと楽

しみたいんだということを一つ言われます。

もう一つは、地方の企業に行くと責任が重た

いということを言われます。経理担当者が休む

と私一人だけになってしまうと。代務者がいな

い企業の中で働いていくことは非常に苦痛を感

じているというのが実情だと思います。そういっ

た意味では人のシェアとか例えば経理部門は外

にアウトソーシングするとか、何かそういうこ

とをしていかないと非常に責任が重たいと。大

企業に行けば、かわりの方というのは結構おら

れますので、６人ぐらいのチームでやっている

ところを地方だと業務量が少なくて１人でやっ

ていかないといけない、２人でやっていかない

といけないと。そうすると非常に彼らとしては

プレッシャーが大きい。こういう部分というの

は数字にあらわれないですけれども、ヒアリン

グをして、学生さんたちに聞いていくと如実に

出てくる話であって、雇用対策等をいろいろさ

れているんですが、こういうところに踏み込ん

だ対応というのはなかなか難しいのでしょうか。

企業の努力としてもやっていかないといけない

話であって、できれば業務のシェアとかそういっ

た、地域の点であった企業が面で仕事ができる、

このエリアだとこういったのはカバーできると

か、こういった業種だと、建設業だとこれは協

会としてカバーできるとか、そういったのが実

は必要なんじゃないのかなと思っております。

○坂口委員 やっぱり現実にはそこがあると思

うんですね。ただ、景気がよくなったというの

は、全国がよくなった中でその中でやはり雇用

条件の面ではどうしても宮崎は、東京に限らず

ですよ、有利なところ、条件のいいところとし

て、比較として東京を出したんですけれども、

そことの競争というのはなかなかハンデがある

と思うんですね、現実的に。そして有休。僕ら

もよく知っているんですよ、彼らが言うのは、

まず土日が休み、残業がないということと有休

がとりたいときにとれる。それから、まずは自

分が生きていく生きがいを優先して、その後に

所得だと。でもそのことは現実の社会に出たら
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すぐに変わると思うんですね。責任のない仕事

のほうがやりがいがあるなんていうのも、それ

も変わっていくと思うんですね。そこは僕は教

育の中で、特にやっぱり産業教育の中とか、社

会人教育の中でそういう価値観を変えさせると

いうことが一つ長期的には正解じゃないかと。

この子たちはこういうことを望むから望むとこ

ろに送ってあげますよというのは、やっぱり小

手先の政策じゃないかって気がするんですね。

農業分野で生き残ろうというのは、農業は宮崎

の得意中の得意分野だから、これはやっぱり放

棄するわけにはいかない、徹底してですね。そ

こが海外に目を向けた輸出というところに、やっ

ぱり生産過剰になる。過剰になればどこかで清

算してもらわなきゃならん。世界の開発途上を

含めた、あるいは人口増というものを見据えた

政策、これも正解と思うんですけれども、いず

れにせよ、外国人を今何だかんだ無理して入れ

て、そしてこちらに定住してください、結婚も

してくださいといいながら、将来やっぱり、も

う要らなくなるからお帰りくださいということ

は、これは国際的に日本の信頼とか、やっぱり

そのリーダーシップというものを大きく損なう

危険性も持っている。これは一回踏みとどまっ

て長期的に我が国がどう歩くべきかというのと、

その中で宮崎はどういう選択をやるべきかとい

うことをしないと、何か今外国人労働力受け入

れとか、やれ土日休みだ何だとか、そして田舎

暮らしを楽しみましょうなんて、僕らのところ

に何人か来たけれども、いなくなっちゃいます

よ。子供ができて、小児科医もいない、学校も

保育所もなかなか行けない現実で。だから本当

にやっぱりこの中に現実を見据えた分析という

のを、特に今みやぎん経済研究所あたりはそう

いったものをやっぱりしっかりと問題点を感じ

られれば、提起していただかないといけないん

じゃなか。これは個人的な大変失礼な話だけれ

ども、最近ちょっと危機感を持っています。

○杉山参考人 ありがとうございます。今回は

長期的なデータをあえて出させていただいたの

はそこら辺に意味がありまして、こういった問

題というのは、多分５年単位とかそういうもの

では全然なくて、もう20年30年ぐらいかかって

グランドデザイン的に変えていかないといけな

いものだと思う。その変えていくのか、変えな

いという選択肢をとるのかというのも、恐らく

決まっていない話であって、その前にやること

というのが相当あるんじゃないか。もう委員の

おっしゃられたとおりでございまして、特に、

私個人的に思うのは、やっぱりインターンとか

そういったのを真剣にやっているところはいっ

ぱいあるんですけれども、どちらかというと採

用型のインターンが今多いわけですよね。いい

ことばかり言われるとか、あと採用目線の話を

されると。ではなくて、就業教育的なインター

ンというのは今少なくなってきております。働

くことのおもしろさとかそういったのをやっぱ

り知っていただくというのが非常に重要なん

じゃないでしょうかね。やっぱり受ける担当に

よっては、仕事がふえたという方もおるかもし

れません。ただ、そうじゃなくて、これは長期

的な計画で非常に重要なんだというのをわかっ

ていただいた上で、彼らを定着させるとか、地

元での仕事のおもしろさを理解していただくと

いう大きな手段なんだという認識まではなく、

インターンとかをなされているような気がしま

す。だから別に飾ったその場しのぎというのは

言い過ぎかもしれませんけれども、本当に就職

したらそこで終わりとか、あとここに住んでま

たそれでもうオーケーとかいうんじゃなくて、20
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年、30年後にこうなっていくべきだという強い

メッセージがあった中の何をしないといけない、

この時点では何をしていかないといけない、こ

の時点で何が達成されていかないといけないと

いうのがあるべきなんだろうと思います。委員

のおっしゃることは非常にごもっともだと思っ

ております。

○坂口委員 すごく御無礼なこと言っていると

思いながら言っているんです。いや、僕らが若

いときは世界に羽ばたけだったんですよ。錦を

飾れだったんです。今県内にとどまれでしょう。

本当にこれで、日本はその考え方で伸びてきて

いるんですよね、これまで。だけれど今後を考

えたときに本当に宮崎にとどまれでいいのかな

というような、ちょっと失礼しました。

○杉山参考人 ありがとうございます。もう本

当にごもっともでございます。ありがとうござ

います。

○星原委員 今、データを示していただいて、

人口減少社会、高齢社会、そういう流れの中で、

では宮崎が人材をどのような形で確保するかと

いうことになったときに、これから５年先、10

年先、今のデータからいったときに、宮崎のそ

れぞれの産業で、成り立っている産業、成り立

たない産業と出てくるんじゃないかと、そうい

うことが想定されますよね。そうしたときに、

では外国人にそこの部分を頼っていっていいの

か、それで間に合うのか。あるいは、今の宮崎

の若い小学生、中学生、高校生、そういう世代

を地元に残し、県内産業を守っていくとか、少

しでも人口を維持していくためには、何か、今

でももう手遅れじゃないかなと、このデータを

見ていると思っているんですけれども、今後早

急にどういうことに取り組んでいかないといけ

ないか、取り組んでも取り組めるかどうかさえ、

先行き不透明じゃないかな。ここに書いてある

のは、外国人材ということになると、賃上げと

か生活環境とかいろんな問題あると思うんです

けれども、果たしてそういうことで解決ができ

るのかと、今話を聞きながら不安に思ったとこ

ろなんです。だけれども、不安だけじゃなくて、

これから宮崎としては、５年先、10年先をにら

んで、人材の部分をどういうふうに捉えて、ど

ういう政策というか、どういうふうに取り組ん

でいったらいいかということについて何か感じ

られることがあれば教えていただきたい。

○杉山参考人 ありがとうございます。この今

回の資料をつくるに当たって、ほかにもいろん

なデータをつくっております。データを見てい

きますと、かなり深刻なデータが多いです。宮

崎というのはいつからこうなってきたのだろう

と。やっぱり1995年ぐらいから相当いろんなこ

とが、人が労働人口が減り始めたところから、

実は気づいておくべき問題だったんだろうと

思っています。ただ、当時はそういうことは、

バブルですので当然考えずにやってきたという

のがあります。やはり今やることというのは、

その環境を整えるというのは当然重要なことな

んですけれども、やっぱり仕事というのはおも

しろいからするとか、興味があるからするとい

うのが本当は先に立つべきであって、こういう

分野をやっていきたいとか、そういった魅力が

あるよというのを対外的にアピールしているの

かというと、それはどうなんだろうと。おもし

ろい仕事がありますよと言っているかもしれま

せんけれども、たくさんの情報がある中でそれ

は非常に埋もれてくる話であって、例えば若者

の媒体の中でやっているんでしょうか、例えば

外国人の媒体の中でそういったおもしろいぞと

いうことを言っていただいているのか、そういっ
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た彼らの立場に立った、県の立場とか県内の市

町村の立場ではなくて、受け取る側の立場がお

もしろいんだろうかとか、宮崎に興味があると

いってくれる外国人だったり、若者だったりの

捉え方で情報を扱っているかのかどうかという

と、これはまだまだ疑問なんじゃないかと思っ

ております。県内でそういった情報発信のこと

が一つあります。それと、県内でいいますと、

どの企業に行っていいのかわからないというの

もありますけれども、企業の規模というのが、

やはり中小企業が圧倒的に多いですので、そう

すると埋もれてくるというのもありますし、やっ

ぱり先ほど申し上げた待遇面のところで、業務

負担とかそういったことでいくと非常に大きい

と思う。こういった枠を超えた地域としての取

り組みをやっていますということを進めていく、

ちょっと抽象的な言葉になりますけれども、地

域としてこういう取り組みをやっている、この

企業体に対してどういうことをやっていますと

か、企業連合というのがあって、ここはこうス

クラム組んでいますとか、そういった、こういっ

たおもしろい取り組み、例えばイノベーション

を起こすとかそういったのをやっていきますと

いうのがあるべきなんじゃないでしょうか。こ

としの８月末に、調査月報という冊子の中で、

私が研究担当をしたんですけれども、100年超企

業というのがどういうものなんだろうかという

調査をしました。その中でいくと、宮崎は100年

以上たっている企業というのが全国で３番目に

少ない県であって、伝統と革新というのが両輪

であるというのが長寿企業のセオリーであると。

ところが、革新というのだと非常に弱いと。伝

統と革新をやっている中の長寿企業の中の３割

が革新的なことをやっている、あと７割は伝統

的なことをやっていると。そうすると伝統的な

ことも非常に魅力的なんですけれども、伝統と

革新の代名詞というと、例えば焼酎産業とか焼

酎製造業とかは伝統と革新の塊みたいなところ

が多いと思いますけれども、そういったところ

は非常に魅力はあって、そういったのをもう少

し情報的に流していただくとか、魅力があるん

だぞということを、働く側としてのおもしろみ

とか将来性とか、そういったことをもう少し情

報発信することがまず最初なのかなという感じ

はしております。済みません、長くなりました

けれども。

○星原委員 もう１点なんですけれども、要す

るに日本国内どこも今人手不足で競争している

わけですから、そういう流れの中でどういうふ

うにその外国の人たちを宮崎に、と考えたとき

に、宮崎が欲しがっている産業が、製造業なの

か、建設業なのか、あとはそういう欲しい人材

いますよね。そういう場合に、ではそういう人

たちを確保する、あるいは確保できなければ将

来が期待できないとなったときに、今まで我が

宮崎県も昔は韓国に事務所、中国に事務所とか、

香港事務所とかをつくって、観光とか経済分野

のそういう感じで行政としては行っていたんで

すけれども、これから人手の分野で要するにそ

の国の中枢の人たちともいろんなつき合いをす

る、あるいは大学とか向こうの高校も、日本と

同じ考え方でいけば高校なのか、そういう学校

関係者にこう当たっていくとか、今度はいろん

な方法を変えて、行政がやることなのかどうか

わかりませんけれども、何かやっぱりそういう

ことにでも取り組んでいって、ほかより先に行っ

て、宮崎はこういうところで、こういう仕事で、

こういうことでどうとか、いろんな人間性とか、

宮崎の食べ物のおいしさとか、いろんなこうい

う感じをこうやって取り組んでいく、何かそう
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いうことでも何かどこか一方で発想しないとい

けないんじゃないかなと今思ったところなんで

すけれども、そういうものに対する考えという

のはどうなんでしょうか。

○杉山参考人 ありがとうございます。恐らく

現地事務所ができるとそれは多分力強いんでは

ないのかなと思っております。私も商工政策課

に以前おりましたので、韓国事務所、ソウル事

務所によく行って、いろんな交渉とかをやって

おりましたのでよくわかるんですけれども、そ

れも当然重要かなと思います。その前に、姉妹

都市とか姉妹校というのは、定着するために動

かれているのかなというのが非常に疑問なとこ

ろだと思います。姉妹都市とか姉妹校というの

を結んでいるところは多分いっぱいあります。

交換留学生とかそういうのは今までもずっとや

られてきた歴史があると思いますが、彼らが移

住を前提にした定着とか、地元で働いてもらう

とか、地元の高校を卒業してもらうというのに

は、実はあんまり至っていないんじゃないのか

なと思います。ですから、こういった既存の制

度をもう少し、これは民間なのか、民間の学校

同士なのか、それとも自治体同士なのか、そう

いうところがまずやるべき部分というのは結構

大きいんじゃないでしょうか。そこを考えずに

友好のあかしというか、そういったのだけでやっ

ているんじゃなくて、やはり友好だけではなく

て、実利というのがあってもよろしいんじゃな

いのかな。その上で、基本は現地に行って現地

の首長さんを口説いていくというのが、外国人

を雇用していくのはそこが大事だと思う。例え

ばローソンなどが現地に事務所をつくって、地

元で職業訓練をやって連れてくるというのが、

よくテレビなんかで特集されますけれども、そ

こまでやってやっと来てくれているというのが

実情で、ここにいるだけで外国人に来てくださ

いというのは多分すごく難しいことだと思いま

す。

○星原委員 最後に杉山さんがどこまでどうだ

かわかりませんが、ここのデータの中で外国人

の就業者数の推移ということで、中国、フィリ

ピン、韓国・朝鮮、そしてインドネシア、ベト

ナムとこう書かれているこの表を見ながら、宮

崎県としてというか、日本としてというか、要

するにどの国が今後、よりそういう人材確保の

面で望ましい国なのか、関係されているかどう

かわからないんであれなんですが、そういう感

じはありませんか。

○杉山参考人 十分存じておりますけれども、

やはり政治的な問題とか、あと民族的な問題と

か、いろいろ最近はあると思いますけれども、

基本的にはアジアというふうに申し上げたほう

がよろしいかと思います。というのは、アジア

がやっぱり今から生産年齢人口が爆発していく、

まだ余地がある。ただ、中国は2025年で労働人

口というのはマイナスに転じます。そうすると

どうなのかなと思いますけれども、あとインド

とか、そういうところはあってもいいんじゃな

いのかなと。これは灘のある酒造会社に行った

ときに言われたんですけれども、日本ではもう

お酒飲まれなくなるので、今は海外に行ってい

るんですよ。どこ回っているんですかって言っ

たら、20年後を考えて今はアフリカを回ってい

ますって言われていた。アジアはもう回り尽く

しましたからということを言われます。そう考

えると、いや、アジアだけ見ておけばいいのかっ

て、僕は台湾とかは非常にいいなと思っている

んですけれども、台湾も人口減少が発生すると

思いますのでそれはどうかと思いますけれど、

ただ、アジアだけでいいのかというのは疑問だ
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と思います。やっぱりこれは可能性を秘めてい

ろんな調査をしておくべきだと思います。その

中でやはり、もともとパイプが強くて親日でも

あるというところでいくと、まずは台湾と、一

生懸命何かをそういった雇用関係のこともやっ

ていかれたらどうかなと思っております。東京

に行くよりも台湾に行ったほうが多分近いと思

いますので、そういった意味では、私はまずは

外国人のその共生に慣れるというか、そういっ

た経験を積むという意味では、もう少し台湾に

対して何かやってもいいんじゃないのかなとい

う気持ちはしております。

○山下委員 一応わかっていたら教えてほしい

んですけれども、ことしの３月までは研修制度

で外国人を受け入れていたわけですけれども、

法律が変わりまして就労になりましたよね。就

労になった途端に、特にこの宮崎なんかは農業

の就労者が非常に少ないということで人手が不

足しているわけですけれども、そこで就労になっ

たらいろんな職種が使えるように幅が広がった

んですけれども、研修制度でいきますと、例え

ば鳥でも採卵養鶏はいいけれども、ブロイラー

はだめだとか、酪農はいいけれど和牛はだめだ

とか、林業はだめだとかそんなのがあるんです

ね。それが就労になった途端に、農業全般いい

ですよということになったんですけれども、ま

だ全然そこが研修制度のままで、そっちのほう

に変わっていないんです。ですからそこあたり

の制度上の動きは今後どうなるのか、もしわかっ

ていたら教えてほしいんですけれども。

○杉山参考人 委員がおっしゃられるのは私も

存じておりまして、ほぼ県内では変わっていな

いんだと思います。従来の研修制度がそのまま

踏襲されているようなイメージを持っています。

では全国ではどうなのかというと、それも明確

に変わったというのがあんまりアナウンスされ

ていないと思うんですよね。実際実例で、例え

ば農業新聞の中にこれは載りましたというのも

ほとんどないと思いますし、そういった様子見

の段階なのかなと思っております。これが変わっ

ていくには、制度は変わりましたけれども、時

間がかかるのは間違いないんじゃないのかなと

思っています。そこを先陣を切ってやられるか

どうかというのが一つだと思いますが、県内に

そういうところがあるのかどうかというのは、

まだ疑問だと思います。

○山下委員 国内の受け入れ団体にそこあたり

のお話をしますと、まだ国のほうの、例えばこ

の農業関係であれば農水省がそういう制度の状

況ができていないんだと、だからその制度がま

だ使えないんですよというような話をされるん

ですけれども、そこあたりは全般的に、例えば

商業であれば違うことなのか、今言われるよう

に全般的にまだまだ前の制度のままで動いてい

るんですよね。ですから、確かに３年が５年に

というのは、もう入っています。それは研修制

度でも入れますからね。しかし、就労の５年で

すよというのが、まだまだそこに達していない

のかなという気がするんですけれども。

○杉山参考人 国の動き云々というのは、ちょっ

と把握していないので何とも言えませんけれど

も、ただ３年から５年というのは、皆さん知っ

ておられると思います。ただ、現実的にいつ移

行されるのかというのは、恐らくあんまり知ら

れていないんだと思います。それで前例踏襲で

まだ受けているのではないのかなというふうに、

これは明確に聞いたわけではなくて、知ってい

る方にサンプル的に聞いているだけなので何と

も言えませんけれども。

○山下委員 それと農業の場合、特にこの露地
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野菜の場合は、どうしても宮崎でありますと、

７月から８月・９月ぐらいまではどうしても農

閑期で、その期間遊ぶようになるんです。です

から、農協関係が言われているのは、農協が受

け入れ窓口になって、そこから農家に出すとい

うようなことをやろうかという動きがもう大分

あたりで始まっているようなんですけれども、

宮崎県も今度テスト的にやるということなんで

すけれどね。そういうことができるようになる

と、農業者の雇用というのはすごくふえるのか

なと思うんです。そういう制度もどうにかして

やっぱり広げていかなくてはならないのかなと

私は思っているんですけれども。

○杉山参考人 本当に夏どうするのかというの

は、農家、露地物、ハウスも多分そうだと思い

ますけれども、そこでは大問題だと思います。

この間一斉に休まれる農家が多い。後、稲作の

ほうに入るのか、兼業されている方はこっちは

牛をやっているんだとか、その日本の地方の形

態をそのままできるというのが、恐らく農業の

システムとしては重要であって、ＪＡで受けら

れるというのは私も非常にいいんじゃないのか

なと思っている。やっぱりそういった全部網羅

的にやっているところに受けていただくという

のが非常に重要なのかなと思います。

○髙橋副委員長 きょうはありがとうございま

す。

まとめの最後の、ちょうどスクリーンにも出

ていますけれども、企業間の連携・合併等で人

材のシェアを進める等も要検討である、大変興

味深く受け取りました。企業間の合併はわかる

んだけれども、連携でそのシェアはどうやって

やるのかな。いわゆる季節とか時期的なもので

余剰人員が発生する企業なんていうのは、なか

なかこうぴんとこないもんだから、その辺もう

ちょっと少しお話聞かせてください。

○杉山参考人 シーズンというのはやっぱりど

の業種でもあると思います。例えば飲食業でい

けば、熱い食べ物とかは夏は全然売れないと。

例えばラーメン屋さんが夏は売り上げが半減す

るというのはよく言われます。それと一緒で、

うどん屋さんとかもそうですよね。それは極端

な例かもしれませんけれども、ただ、この時期

だとこの日だとここに人が集中するというのが

逆にわかるものもあると思います。例えば収穫

期だからここに人が集中する、ただ全部収穫期

じゃないかと言われたらそうかもしれません。

でも、生産できる人をふやすためのシェアとい

うのはあってもいいんじゃないのかな。あと例

えば経理とか、そういう非生産部門のところを

一つにまとめる。例えば経理だけをやってくれ

る組織をつくるとか、生産部門に人を多く回せ

るようにするとか、そういったのはあり得るん

じゃないのかなと思います。そういうふうに企

業というか、地域が一つの会社になるようなや

り方というのはあってもいいんじゃないのかな

と思います。

○髙橋副委員長 ということは、調整が非常に

難しい面もあるんでしょうけれども、わかりや

すい業種でいうと、先ほど農閑期ということが

出ましたけれども、例えば林業でいうと、梅雨

時は材が減るんですよね。雨の日はもう切らな

いからですね。あとわかりやすいのは、水産業

ではカツオ船、これは実働８カ月ですよ。８カ

月、９カ月。御案内のようにインドネシア人を

雇用していますよね。だから３カ月、４カ月ぐ

らいは賃金を払うのかなということで悩んでい

らっしゃる船主もいて、だから乗組員が５人い

れば、ゼロじゃいけないけれど、１人でいいん

だよと。あと４人はどこかで雇用してもらうと
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非常にうまく回るんだということもおっしゃっ

ていまして、そういったところの調整役、さっ

き農協がやりますということで、水産であれば

漁協であったり、そういったところの役割とい

うものをしっかり位置づけていけば、うまくシェ

アができるのかなということを興味深く聞かせ

ていただきました。

○杉山参考人 恐らく、先ほど山下委員から出

ました夏の農業があまりされない時期に、例え

ば林業の下草刈りに人が割けるのであれば全然

変わるかもしれませんし、例えば、漁業で来て

いる方が、日本に帰ってきている時期に養殖の

ほうに回れたらそれは違うのかもしれません。

そういった地域の中でやっぱり垣根を越えない

限り、多分そういったのは恐らくなされない、

調整は誰がするのかというのは当然あると思い

ますけれども、これは多分自治体でやるのかな

と思います。自治体とその団体の長の方なのか

なと思いますけれども、そういったことがなさ

れないと、そう言っている間に地域が疲弊して

いくということもあるのかと思います。そうい

うことを制度上できるのか、できないかはちょっ

と別として、やっぱり検討していく必要はある

のじゃないかなというふうに思います。

○髙橋副委員長 あと先ほどの求人等の乖離、

求人と求職の乖離という話を、外国人が埋めて

いく、もしくはＡＩ等の進化で埋めていくとい

う話がありましたけれども、それが必ずしも全

てこれからマッチングできるとはとても思えな

いんですが、これから近いこの10年以内で非常

に大きなその乖離が出たときに、最終的にはも

うその企業が倒産ないし廃業に追い込まれるケ

ースというのが、近い将来、かなり予測できる

ところまで来ていると思うんですが、そのあた

りは研究されているのかということと、そうい

うことが連鎖的に起こった場合の地域経済の影

響というものが、ケース１、２、３とかあると

思いますが、どのぐらい考えて予想できるもの

かを教えていただきたいと思います。

○杉山参考人 日本という国は中小企業が非常

に多い、世界的に見ても非常に多い国であって、

中小企業が多いといろんなものが細分化してい

く。経済的にいうとこれは効率が非常に悪いと

いうことになります。働く人も細分化されてい

く。ですから、今から事業承継という名のもと

の合併をどんどんしていかないといけない時代

であって、事業承継じゃなくてもそうかもしれ

ません。それを加速しないと、逆にいうと破綻

とか廃業というのがどんどんふえてくる。よく

ある話ですけれども、中山間地域にあるガソリ

ンスタンドがいきなりなくなってしまったとか、

そういうのが起こらないように地域で気をつけ

ていかないと、企業に対して働きかけをしてい

かないといけないということもあると思います。

ある日突然なくなるということは、経済的な影

響って非常に大きいので、そこはやはりリスク

が非常に高いと思います。一方で、今、県のほ

うでも、あと商工会議所などがベースになって、

銀行などがやっている事業承継とか合併とかそ

ういったことに関しては、今後加速させていか

ないといけないんじゃないのかなと思います。

逆にいうとビジネスを残していくという意味で

は、ここが一つの肝になるような気がしており

ます。ですから、そういう予兆というか、経済

的に、人が減ってくると企業もどうなっていく

という両方を見られるようなデータというのを、

今から10年ぐらい常にとっていかないといけな

いんじゃないでしょうか。例えば今から20年後

ぐらいに、私どもみたいな人間が多分リタイア

した後に、恐らく宮崎のコンビニに行ったとす
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ると、多分無人店舗であると思いますよね。昔

は人がいたねというのを、私どもが高齢者になっ

て懐かしげに話す時代が来ると思います。そう

なると商売のおもしろみとか偶然を生み出す何

か作用とか、もうけるおもしろさとか、そういっ

たおもしろさが多分なくなってくる可能性があ

ります。そうならないうちにやっぱり人ででき

るものは人でやっていく、テクノロジーは人が

足りない部分について入れていく。外国人につ

いてもそうです。日本人が足りない部分を入れ

ていくと。ここの見きわめというか、ここの何

をどうするという計画的なものが長期的にない

と多分いけないだろうと思いますし、それは経

済とも人口とも密接に関係します。そういった

ものをやはり今後研究していく、考えていくと

いうのをしないと、まずは一歩が進まないんじゃ

ないかなと思っています。

○西村委員長 ありがとうございます。関連で

すけれども、例えば10社ある建設業が２社倒産

したということで、その10社の分を８社で頑張

るということは可能かもしれないんですが、例

えば介護施設、もう慢性的に人が足りないとこ

ろにさらに倒産であって、入居者が外に出なきゃ

いけない、二つを一つにしないきゃいけないと

いうときは、現実的に難しいと思いますが、そっ

ちの介護分野に関してはどうですかね。

○杉山参考人 そうですね。介護分野も人が不

足しているのは昨今のことではなくて、もう常

に不足している状態であって、しかも慢性的な

残業が続いているという圧倒的に人不足の状態

であって、合併すればいいというものでもなか

なかないというのは、もう重々承知の上です。

そうするとやはり介護については、最初にケア

するのは人なので、人のパワーというのが当然、

その部分は非常に大事であると。あともう一つ、

ＩＴの分野もまだ入りやすい、そういった意味

では、できるだけ人がしないといけないものと

いうのは減らすしか今はできない状態だと思い

ます。あとは新たな人材を、例えば外国人をと

いっても、恐らくハードルが高いと。例えば専

門用語的なもの、人の命にかかわる言葉を理解

していただいているのかというのは、それはわ

からないものなんですよね。例えばこういう状

況のとき、これは誰に連絡してどういうことを

処置していかないといけないというのは、わか

らないかもしれない。例えば吸引とかできるよ

うな人になっていただけるのかどうかもわから

ない、スキルアップはその中でできるかもわか

らないと思います。ですから、介護については

今の段階では解決策はなかなかない状態ですか

ら、まずはテクノロジーを入れていくことぐら

いしか今は見えていないと。これがどうなるか

というのは今からの問題だと思いますけれども。

○西村委員長 ほかにないでしょうか。

それでは、ないようですので、これで終わり

たいと思います。

杉山様には大変お忙しい中に御協力いただき

まして、ありがとうございました。きょういた

だいたいろんな御意見、お知恵をまた今後の委

員会の活動に活用してまいりたいと思います。

本日はどうもありがとうございました。（「あり

がとうございました」と呼ぶ者あり）

それでは、暫時休憩をいたします。参考人及

び傍聴人の方々は退出していただいて結構です。

午前11時40分休憩

午前11時41分再開

○西村委員長 委員会を再開をいたします。

協議に入りたいと思いますが、10月の16日か

ら県外調査を予定しております。資料１をごら
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んください。

以前、委員会におきまして御一任いただきま

したので、日程案を作成しております。10月の16

日でありますが、日本・インドネシア経済協力

事業協会を訪問し、インドネシアからの技能実

習生の受け入れ事業などについて伺います。

また、次に、法務省の出入国在留管理庁、先

ほど質問の中にもありましたけれども、特定技

能等の外国人受け入れについての国の施策、方

向性についての専門部署でありますので、ここ

で話を聞き、意見交換をしたいと思っておりま

す。

宿泊は東京都内になります。

翌17日ですが、ここは障がい者雇用の沖ワー

クウェルというところに伺いまして、特別支援

学校のキャリア教育の取り組みについて視察を

させていただく予定となっております。

その後、川口市、川口商工会議所に伺いまし

て、ここは監理団体として技能実習生の受け入

れ事業を行っているとともに、「若手ものづくり

人材育成プロジェクト」といいまして、工業高

校生のインターンシップなどキャリア教育の先

進的な取り組みの説明をいただく予定となって

おります。この日は、茨城県水戸市まで移動し

て水戸市に宿泊の予定となっております。

翌日18日は、茨城県庁を訪問し、多文化共生、

また外国人の人材の受け入れについての話を伺

い、その後、羽田空港に移動して宮崎に戻る予

定となっております。

一応日程は確定しておりますが、諸般の事情

により若干の変更等が出てくる場合もあるかも

しれませんが、その場合は正副委員長に御一任

いただきますようにお願いを申し上げます。

この案で御了承いただいてよろしいでしょう

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、協議事項３、今後の委員会についてで

あります。

今後の委員会ですが、閉会中の11月１日、ま

た11月定例会中の12月９日を予定をしており、

実際的な調査としては、残りこの２回となりま

す。当委員会の調査事項である、人手不足解消

のための施策、外国人の受け入れ・活用、多文

化共生について、関係する執行部からの説明を

受けてはどうかと思いますが、説明を受ける執

行部を農政水産部、環境森林部、県土整備部、

商工観光労働部、福祉保健部とし、次回とその

次の二つのグループに分けて説明を求めたいと

思いますが、今後の委員会をこのように取り進

めてよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 それでは、執行部の説明内容に

ついて、御意見や御要望があればお聞かせ願い

たいと思います。

特にありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 特にないようですので、説明内

容につきましては、正副委員長に御一任いただ

きたいと存じますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 それでは、それで準備させてい

ただきたいと思います。

最後に、その他で皆様から何かございません

か。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 それでは、ありませんので、次

回の委員会は11月１日の午前10時からを予定し

ております。
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以上で、本日の委員会を閉会いたします。お

疲れさまでした。

午前11時46分閉会

令和元年９月26日（木曜日）
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